
職場における能力開発の現状と課題
～JILPTの最新調査結果から
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JILPT調査の概要

調査名：「人材育成と能力開発の現状と課題に関する調査」

Ａ．企業調査（郵送調査）
• 「建設業」「製造業」「電気・ガス・熱供給・水道業」「情報通信業」「運輸業，郵便業」「卸売業，小売業」
「金融業，保険業」「不動産業，物品賃貸業」「学術研究，専門・技術サービス業」「宿泊業，飲食サービス
業」「生活関連サービス業，娯楽業」「教育，学習支援業」「医療，福祉」「複合サービス事業」「その他の
サービス業」に属する従業員数５人以上の企業20,000社。

• 「経済センサス」（総務省）の分布に合わせ、企業データベースから無作為に層化抽出。
• 調査時期：2020年9月18日～10月7日
• 有効回収数：7,624件（38.1％）

Ｂ．労働者調査（インターネット調査）
• 調査会社が保有する登録モニターのうち、以下の条件に合致する者から10,000件を回収した。
• 性別：男女
• 年齢：18歳～65歳
• 居住地：全国（国内）
• 雇用形態：正社員および直接雇用の非正社員。直接雇用の非正社員は、契約社員、嘱託、パートタイマー・アル
バイトのみ

• 勤務先：企業調査と同様の業種で、従業員規模5人以上
• 調査時期：2020年9月15日～10月28日
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報告内容

１．企業による人材育成・能力開発の現状

２．労働者（正社員）の人材育成・能力開発の取り組みの受講状況

３．人材育成・能力開発の効果（企業、労働者双方の実感）

４．人材育成・能力開発の今後（デジタル化の進展、アフターコロナ
も踏まえ）
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１．企業による人材育成・能力開発の現状

15.9

12.9

15.7

19.1

22.1

18.5

43.2

38.4

43.7

46.4

53.4

53.3

28.9

32.0

28.7

26.8

20.6

23.7

6.1

8.3

6.0

4.4

1.5

2.2

5.9

8.4

5.8

3.4

2.3

2.2

回答企業計（7624）

９人以下（2428）

１０～２９人（3127）

３０～９９人（1539）

１００～２９９人（393）

３００人以上（135）

Ａである Ａに近い Ｂに近い Ｂである NA
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◆貴社の従業員に対する能力開発の考え方は、次にあげるＡとＢのどちらに近いですか。
①労働者の能力開発方針は（Ａ：企業主体で決定・Ｂ：労働者個人主体で決定）

（１）企業の人材育成・能力開発に対するスタンス

＜従業員規模＞

NA＝無回答（以降同様）

能力開発方針の決定主体は、「企業主体」派が６割近くを占め、「労働者個人」派は約３割。

※カッコ内は回答企業数（Ｎ）

単位：％

59.1



◆貴社の従業員に対する能力開発の考え方は、次にあげるＡとＢのどちらに近いですか。
②どの範囲の労働者の能力を高める教育訓練を重視するか（Ａ：労働者全体・Ｂ：選抜した労働者）

19.0

19.6

20.0

17.5

13.0

17.8

39.8

40.2

38.6

40.0

44.8

41.5

28.8

24.2

29.6

32.2

34.6

36.3

6.3

7.2

5.8

6.7

5.3

3.0

6.1

8.9

5.9

3.6

2.3

1.5

回答企業計（7624）

９人以下（2428）

１０～２９人（3127）

３０～９９人（1539）

１００～２９９人（393）

３００人以上（135）

Ａである Ａに近い Ｂに近い Ｂである NA 単位：％

58.8
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＜従業員規模＞

訓練で重視する労働者の範囲は、「労働者全体」派が約6割、「選抜」派が約4割。



27.9

30.9

28.9

24.5

18.3

16.3

54.2

51.7

53.6

56.4

61.3

69.6

9.6

6.8

9.6

12.3

16.5

9.6

1.9

1.7

1.6

2.9

1.5

3.0

6.3

9.0

6.2

3.9

2.3

1.5

回答企業計（7624）

９人以下（2428）

１０～２９人（3127）

３０～９９人（1539）

１００～２９９人（393）

３００人以上（135）

Ａである Ａに近い Ｂに近い Ｂである NA 単位：％

82.1

◆貴社の従業員に対する能力開発の考え方は、次にあげるＡとＢのどちらに近いですか。
③重視する教育訓練は（Ａ：日常の業務を通じた教育訓練（ＯＪＴ)・Ｂ：ＯＦＦ－ＪＴ）

＜従業員規模＞
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「ＯＪＴ」重視派が8割以上で圧倒的に多い。

OJT＝on-the-job training OFF-JT＝off-the-job training



8.6

7.5

9.9

8.7

6.4

4.4

22.8

17.8

23.1

26.7

35.6

28.1

37.1

36.4

35.8

39.0

41.2

44.4

24.8

28.5

25.0

21.5

14.0

21.5

6.7

9.8

6.2

4.1

2.8

1.5

回答企業計（7624）

９人以下（2428）

１０～２９人（3127）

３０～９９人（1539）

１００～２９９人（393）

３００人以上（135）

Ａである Ａに近い Ｂに近い Ｂである NA 単位：％

61.9

◆貴社の従業員に対する能力開発の考え方は、次にあげるＡとＢのどちらに近いですか。
④教育訓練の実施は（Ａ：外部委託・アウトソーシング・Ｂ：社内）

＜従業員規模＞
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訓練実施主体は、「社内」派が約６割で、「外部化」派よりも優勢。



（１）企業の人材育成・能力開発に対するスタンス
結果から言えること

 今でも能力開発の実施主体は、「企業」。
 「選抜型」より、「労働者全体」がやや優勢。
 「ＯＪＴ」が主。
 訓練の「外部化」はそれほど進んではいない。
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わが国企業の人材育成・能力開発のスタイルはいまだ従来どおり
（社内で、OJTを中心に底上げを目指すスタイル）



◆従業員に対する人材育成・能力開発の方針として、もっとも近いものはどれか。

10.4

8.6

9.9

12.5

16.0

13.3

30.9

23.1

31.6

37.6

42.2

46.7

22.3

20.2

23.8

22.6

21.6

23.0

26.8

37.9

24.7

18.6

12.7

11.1

9.7

10.3

10.1

8.7

7.4

5.9

回答企業計（7624）

９人以下（2428）

１０～２９人（3127）

３０～９９人（1539）

１００～２９９人（393）

３００人以上（135）

数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定しながら能力開発を行っている
今いる人材を前提にその能力をもう一段アップできるよう能力開発を行っている
個々の従業員が当面の仕事をこなすために必要な能力を身につけることを目的に能力開発を行っている
人材育成・能力開発について特に方針を定めていない

方針がある 方針がない企業

単位：％
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←より長期的な視野での方針 より短期的な視点での方針→

＜従業員規模＞

今いる人材の能力アップを方針とする企業が多い。10人未満の企業では4割近くが「方針定めていない」。

（２）企業の人材育成・能力開発の取り組みの現状

NA



◆人材育成・能力開発の方針は、従業員にどのくらい浸透していると考えているか。
（方針がある企業（4846社）が回答）

方針がある企業の7割以上が、方針は従業員に浸透していると認識。

7.2

9.7

7.3

5.3

4.5

4.5

66.3

67.4

65.9

66.5

65.9

58.9

24.4

20.7

24.9

25.7

27.4

34.8

1.4

1.3

1.1

2.1

1.9

0.9

0.7

0.9

0.8

0.4

0.3

0.9

回答企業計（4846）

９人以下（1259）

１０～２９人（2040）

３０～９９人（1119）

１００～２９９人（314）

３００人以上（112）

浸透している ある程度浸透している あまり浸透していない 浸透していない NA
単位：％

73.5
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＜従業員規模＞



◆日常の業務のなかで、従業員に仕事を効果的に覚えてもらうために行っている取り組み（ＯＪＴ）（複数回答）

個人の成長の方向づけを支援する取り組みの実施割合で、企業規模間での差が目立つ。

29.2%

45.2%
8.5%

12.0% 39.5%

57.4%
25.0%

23.3%
59.4%

21.5%

19.6%
28.6%

9.1%
2.0%

46.4%
6.5%

25.8%

0.5%
3.5%
3.4%

46.7%
48.1%

23.7%
20.7%

53.3%

66.7%31.9%
33.3%

58.5%
40.0%

48.9%
43.0%

21.5%
16.3%

53.3%11.1%
28.9%

0.7%
0.0%

3.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

会社の理念や創業者の考え方を理解させる
仕事を行う上での心構えを示している

会社の人材育成方針について説明している
個々の従業員の教育訓練の計画をつくる
身につけるべき知識や能力を示している

仕事のやり方を実際に見せている
段階的に高度な仕事を割り振っている

仕事の幅を広げている
とにかく実践させ、経験させる
仕事を振り返る機会を与える

業務に関するマニュアルを配布している
目指すべき仕事や役割を示している

専任の教育係を付ける
キャリア形成を支援するメンターを配置している

仕事について相談に乗ったり、助言している
今後の職業人生について相談に乗っている

それぞれの従業員に後輩の指導をするよう求めている
その他

何も行っていない
無回答

300人未満
300人以上
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規
模
間
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施
割
合
の
差
が
大
き
い



◆従業員の能力開発・向上を図るため、業務命令に基づき、通常の仕事を一時的に離れて行う教育訓練・
研修（ＯＦＦ－ＪＴ：off- the job training）を行ったか。

OFF-JTの実施割合は、企業規模による差が大きい。300人以上では7割以上、10人未満では1割台。

32.1

15.8

31.5

47.5

64.4

71.9

61.7

76.9

62.6

47.6

30.5

23.0

6.2

7.4

6.0

4.9

5.1

5.2

回答企業計（7624）

９人以下（2428）

１０～２９人（3127）

３０～９９人（1539）

１００～２９９人（393）

３００人以上（135）

実施した 実施しなかった NA
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（2019年４月１日～2020年３月31日）

＜従業員規模＞

単位：％



◆実施したＯＦＦ－ＪＴの詳細（OFF-JTを実施した2450社が回答）

対象は中堅層が主。利用した実施機関では、業界団体、自社、民間
機関などが上位。内容は、ビジネス基礎知識や階層別研修、資格取
得が主。

実施の対象となった従業員（複数回答）

59.1

72.1

41.8

16.6

1.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

新入社員（入社後３年程度ま
で）

中堅社員（新入社員・管理職
以外）

管理職層

直接雇用の非正規社員

無回答
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40.4

31.8

27.4

17.9

11.9

9.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

業界団体

自社で行った

民間教育訓練機関

職業能力開発協会、労働基準
協会、公益法人（財団、社団、職

業訓練法人等）

親会社・グループ会社

商工会議所など地域の経営者
団体

45.4

32.5

30.8

29.6

28.6

25.6

20.2

16.8

15.7

15.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

仕事をする上での基本的な心構えやビジネスの基
礎知識を習得する研修

新規採用者、主任、課長、部長など階層ごとに求
められる知識・技能を習得させる研修

仕事に関連した資格の取得をめざすための研修

グループディスカッション、ワークショップなど
の形式で様々な課題について検討していく研修

日常の業務では習得が難しい体系的な知識・技能
を習得させる研修

管理・監督能力を高める研修

法務・法令遵守（個人情報保護・ハラスメント
等）に関する研修

設備機器等の操作方法に関する知識・技能を習得
する研修

中長期的なキャリア形成に関する研修

所属する業界の理解のための研修

利用した実施主体（複数回答） 実施したOFF-JTの内容（複数回答）

※ 割合の上位６項目のみ表示

※ 割合の上位10項目のみ表示

単位：％



25.2

15.7

23.7

34.1

46.8

63.7

72.2

80.8

73.7

63.9

51.7

35.6

2.6

3.5

2.6

1.9

1.5

0.7

回答企業計（7624）

９人以下（2428）

１０～２９人（3127）

３０～９９人（1539）

１００～２９９人（393）

３００人以上（135）

行った 行わなかった NA 単位：％

◆従業員の自己啓発に対する支援を行ったか。

従業員の自己啓発支援の実施割合は、企業規模による差が大きい。300人以上では６割以
上、10人未満では1割台。

（2019年４月１日～2020年３月31日）

＜従業員規模＞
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◆自己啓発支援の内容（複数回答）
（自己啓発支援を実施した企業が回答（300人未満：1832社、300人以上：86社）

中小、大企業ともに、「受講料などの金銭的援助」の実施割合がトップ。「教育訓練休暇の付与」
や「就業時間の配慮」は3割以下。「情報提供」は大企業の方が盛ん。

79.4%

19.9%

20.7%

28.9%

23.6%

84.9%

17.4%

11.6%

17.4%

32.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

受講料などの金銭的援助

社内での自主的な勉強会等に対する援助

教育訓練休暇（有給、無給の両方を含む）の付与

就業時間の配慮

教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供

300人未満
300人以上
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（２）企業の人材育成・能力開発の取り組みの現状
結果から言えること

 既存人材（内部人材）のレベルアップを目指す方針の企業が多い。
 小規模企業では方針がないところも少なくないが、方針がある企業では
社内浸透度は高い。
 ＯＪＴについて、個人に着目した取り組みになると、規模間で実施状況
に差が出てくる。
 ＯＦＦ－ＪＴ、自己啓発支援の実施状況は、規模間での差が大きい（小
規模での実施が低調）。
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規模の小さい企業での、一人ひとりに向き合った育成、OFF-JTや自己啓発支
援の機会提供は少ないのが現状



２．労働者（正社員）の人材育成・能力開発の取り組みの受講状況

21.2

27.2
15.9

9.4
25.0

30.0
14.9

24.1
28.6

10.1
13.8

16.5
15.7

7.6
19.2

2.6
0.1

25.6

40.4
47.3

35.7
23.9

44.0
40.9

26.5

40.3
36.7

22.6
25.4

31.1

33.3
17.0

30.6
8.7

5.9

29.5

45.3
8.8

12.2

39.7
57.5

25.1

23.5
59.3

21.8
20.1

46.6

28.8
9.3

25.8

6.6
0.5

3.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

会社の理念や創業者の考え方を教えられた

仕事を行う上での心構えを示された

会社の人材育成方針について説明があった

自分自身の教育訓練計画を会社が作成した

身につけるべき知識や能力を示された

仕事のやり方を実際に見せてもらった

段階的に高度な仕事を割り振られた

仕事の幅を広げられた

とにかく実践させてもらい、経験させられた

仕事を振り返る機会を与えられた

業務に関するマニュアルが配布された

仕事について相談に乗ってもらったり助言をうけた

目指すべき仕事や役割が示された

専任の教育係を付けられた

後輩の指導を任された

今後の職業人生について会社に相談できた

その他

特にない

正社員

正社員・会社方針が明確である

企業

17

◆仕事を効果的に覚えるために、いまの会社で仕事をするなかで経験したもの（ＯＪＴの経験）（複数回答）

4人に一人が経験したものが「特にない」と回答。ただし、会社方針が明確であるとする正社員
では、企業回答との食い違いは弱まる。

注）選択肢は企業調査と同一文言ではないが、ほぼ同一項目となっている。

単位：％

（企業は、実施している割合）



◆会社の業務命令に基づき、通常の仕事を一時的に離れ
て行う教育訓練・研修（ＯＦＦ－ＪＴ）を受講したか。

OFF-JTの受講割合は約15％。企業規模による差が大きい。30人未満では1割以下。
自己啓発の実施割合は約20％。大企業勤務の正社員では4人に一人の割合。

（ともに2019年４月１日～2020年３月31日）

15.1

7.0

8.6

11.7

13.7

19.1

83.4

91.0

89.8

86.5

84.8

79.7

1.4

2.0

1.6

1.8

1.5

1.2

正社員計（7702）

5～9名（458）

10～29名（941）

30～99名（1159）

100～299名（1205）

300名以上（3939）

受講した 受講しなかった 令和元年度はまったく働いていない

18

＜正社員規模＞

19.6

10.7

10.6

14.3

17.4

25.0

80.4

89.3

89.4

85.7

82.6

75.0

正社員計（7702）

5～9名（458）

10～29名（941）

30～99名（1159）

100～299名（1205）

300名以上（3939）

行った 行わなかった

◆仕事に関わる自己啓発を行ったか。

単位：％



２．労働者（正社員）の人材育成・能力開発の取り組みの受講状況
結果から言えること

 ＯＪＴを受けた実感を持っていない労働者が少なくない。
 会社方針が明確であるとした労働者では、幅広くＯＪＴの諸取り組みを
経験していると実感。
 ＯＦＦ－ＪＴ受講割合、自己啓発の実施割合ともに高くない（大手企業
勤務者でも。企業の実施状況と整合する結果に）。

19

方針が伝わっていないと社内で教育されている実感が薄れる？
労働者調査からみても、OFF-JTや自己啓発の実施度は高いと言えない。



３．人材育成・能力開発の効果（企業、労働者双方の実感）

75.3

76.4

73.0

91.1

84.2

52.6

40.3

20.5

19.4

24.0

4.0

11.6

43.6

55.2

4.2

4.2

3.0

4.9

4.3

3.8

4.5

回答企業計(7363)

人材育成・能力開発方針あり
(4819)

人材育成・能力開発方針なし
(1831)

浸透している(348)

ある程度浸透している(3199)

あまり浸透していない(1171)

浸透していない(67)

うまくいっている うまくいっていない NA

注）うまくいっている＝「うまくいっている」＋「ある程度うまくいっている」。うまくいっていない＝「あまりうまくいっていない」＋「うまくいっていない」。

20

◆日常の業務のなかで、従業員に仕事を効果的に覚えてもらうために行っている取り組み（ＯＪＴ）について、
企業はどう評価しているか。

（１）企業のＯＪＴ、ＯＦＦ－ＪＴに対する評価

ＯＪＴについて、うまくいっていると評価する企業が多いが、方針があり、かつ従業員に浸透している企
業では大多数がうまくいっている。

＜方針有無別＞

＜方針浸透度別＞

単位：％



◆企業は、実施したＯＦＦ－ＪＴについて、どう評価しているか。

ＯＦＦ－ＪＴについて、いずれの規模も、効果があったと評価する企業が多数。

87.8

82.8

85.8

90.3

94.9

92.8

8.5

10.7

10.3

7.1

4.0

5.2

3.6

6.5

4.0

2.6

1.2

2.1

回答企業計（2450)

９人以下（383）

１０～２９人（984）

３０～９９人（731）

１００～２９９人（253）

３００人以上（97）

効果があった 効果がなかった NA

21

＜従業員規模＞

注）効果があった＝「効果があった」＋「ある程度効果があった」。効果がなかった＝「あまり効果がなかった」＋「効果がなかった」。

単位：％



◆従業員に対して実施する人材育成・能力開発の教育投資について、どういうことに効果があると考えているか。
（２）企業が考える人材育成・能力開発への投資効果

人材育成・能力開発への教育投資について、多くの企業は、従業員のモチベーションの向上や生産性の向
上などでプラスの効果があると認識している。

26.5

6.0

16.1

22.2

15.7

27.2

51.6

36.2

52.9

58.1

51.9

53.2

10.1

35.1

18.0

10.6

20.8

9.1

2.2

10.7

3.3

1.4

2.9

1.7

9.6

11.9

9.6

7.7

8.7

8.7

Ａ．職場の生産性の向上

Ｂ．採用活動の促進

Ｃ．定着率の向上

Ｄ．従業員のやる気（モチベーション）の向上

Ｅ．職場の人間関係の円満

Ｆ．顧客満足度の向上

効果がある ある程度効果がある あまり効果はない 効果はない 無回答

22

単位：％



◆受講したＯＦＦ－ＪＴによって得られた技能・
知識などは、仕事に役に立ったか

（３）労働者は人材育成・能力開発の効果をどうとらえているか

ＯＦＦ－ＪＴ、自己啓発ともに、大多数の正社員が仕事に役立ったと認識している。

役に立った, 
34.6

どちらかという
と役に立った, 

53.9

どちらかという
と役に立たな
かった, 9.4

役に立たなかっ
た, 2.0

23

役に立った, 
30.6

どちらかとい
うと役に立っ
た, 57.2

どちらかとい
うと役に立た
なかった, 9.0

役に立たな
かった, 3.3

◆自己啓発によって得られた技能・知識などは
仕事に役に立ったか

（受講した正社員（1166人）での回答結果） （行った正社員（523人）での回答結果）

単位：％



◆これまで、仕事をしていく上での能力を高めてきたことは、以下の事項において、それぞれどのよう
な変化をもたらしたか。

専門性が高まった、仕事の幅が広がったと実感する正社員が3割以上。

5.5

6.4

9.4

9.9

5.9

5.2

18.0

21.0

25.9

29.5

18.3

15.7

60.3

56.5

54.6

53.1

65.1

68.2

8.2

8.2

5.0

4.1

5.2

5.8

8.0

7.9

5.0

3.5

5.4

5.0

いまの会社への定着意欲

仕事に対するモチベーション

専門性

仕事の幅

昇進・昇格の機会

独立・転職の可能性

高まった／広がった やや高まった／やや広がった 変わらない やや低くなった／やや狭くなった 低くなった／狭くなった

広がった

24

高まった

単位：％



３．人材育成・能力開発の効果（企業、労働者双方の実感）
結果から言えること

 OJTはうまくいっていると認識する企業が多く、方針浸透度の高い企業
ほど成功。
 OFF-JTについても、効果を実感する企業が大多数。
 教育訓練への投資について、多くの企業が生産性向上や従業員のモチ
ベーション向上に寄与すると認識。
 一方、労働者（正社員）側も、OFF-JT、自己啓発が仕事に役立ったとす
る人が大多数。専門性が高まったり、仕事の幅が広くなったとする人が少
なくない。

25

OJT、OFF-JT、自己啓発の効果は、企業も労働者も認めるところ。



４．人材育成・能力開発の今後（デジタル化の進展、ポストコロナも踏まえ）

8.5

8.9

12.4

12.5

12.4

6.2

8.5

8.6

24.3

24.8

31.8

30.6

25.0

16.0

22.1

24.1

43.5

43.4

39.5

41.0

42.3

43.3

43.7

48.0

12.9

12.2

8.9

8.3

11.1

16.5

12.8

10.0

10.9

10.7

7.5

7.5

9.2

18.0

12.9

9.3

研修や自己啓発を行うための時間全体を増やしたい

マネジメント（管理・監督能力を高める内容等）に必要な知識を習得したい

仕事の幅を広げるために必要な知識・技術・技能を習得したい

仕事の専門性を高めるために必要な知識・技術・技能を習得したい

資格を取得したい

独立開業のために必要な知識を習得したい

転職のために必要な知識を習得したい

現在の勤務先が援助してくれるかどうかに関わらず仕事に関わる勉強をしたい

そう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない どちらかといえばそう思わない そう思わない

26

◆仕事をする上での能力を高めるために、今後、どのような取り組みを進めて行きたいと思うか。
（１）人材育成・能力開発についての労働者（正社員）の意向

今後も、仕事の幅を広げる、専門性を高めるために知識、技術・技能を習得したいと考える労働者が4割を
超える。

単位：％



◆仕事をする上での能力を高めるにあたり、どのようなことが課題だと思うか。（複数回答）

（２）人材育成・能力開発について労働者が考える課題

労働者があげる課題のトップは「時間がない」。なお、自己啓発を行わなかった理由でも「時間がとれな
い」がトップにあがる。

23.0

21.5

19.6

19.4

16.8

16.4

16.1

12.3

10.9

8.3

0.4

30.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

忙しすぎて、教育訓練を受ける時間がない

従業員の間に、切磋琢磨して能力を伸ばそうという雰囲気が乏しい

従業員に必要な能力を、会社が考えていない

従業員に必要な能力を、会社がわかりやすく明示してくれない

会社が十分な費用を支援してくれない

会社に人材育成や能力開発に関する方針がない

仕事に必要な技能・知識について十分な指導をしてくれる上司や先輩が身近にいない

教育訓練を受けるのに自己負担の費用がかかる

どのような教育訓練機関があるかがわからない

適切な内容やレベルの研修コースを設けている教育訓練機関がない

その他

特に問題はない

27

◆自己啓発を行わなかった
理由（複数回答）
「仕事が忙しくて時間がとれない」
が39.1％でトップ

単位：％



◆従業員の人材育成・能力開発において、どのようなことが課題となっているか。（複数回答）

（３）人材育成・能力開発について企業が考える課題

企業側の課題としては、「指導人材不足」「人材の離職」「時間がない」などが目立つ。大企業では「指
導人材不足」を半数以上が指摘。

26.7%

30.4%

30.1%

11.4%

29.6%

7.1%

6.7%

1.1%

2.0%

20.9%

3.7%

39.6%

25.9%

55.7%

9.8%

38.1%

8.5%

7.4%

2.8%

1.9%

9.7%

1.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

人材を育成しても辞めてしまう

育てがいのある人材が集まらない

指導する人材が不足している

育成を行うための予算がない

人材育成を行う時間がない

人材育成の方法がわからない

適切な教育訓練機関がない

技術革新や業務変更が頻繁なため、人材育成が無駄になる

その他

特に課題はない

無回答

300人未満

300人以上

28



◆企業は、デジタル技術を利活用するうえでどのような能力・姿勢を持った人材が必要と考えているか。
（複数回答）

（４）デジタル化の進展に伴う人材育成・能力開発

デジタル技術の活用に向け、企業は技術を利活用できることに加え、進取の姿勢を持つことも重視。

48.4

40.1

31.9

26.5

24.3

24.3

24.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

新しいことについて積極的に情報収集・学習する姿勢がある

デジタル技術を自社の事業で活用・応用できる（生産性向上、技術革新など）

他社で開発された、デジタル技術を応用した製品・サービスを高度に使いこな
せる

新しい発想ができる能力

改革を進める実行力がある

コミュニケーション能力やコーチングなどの対人関係能力

デジタル技術で収集したデータを分析できる

29

（デジタル技術を利活用している企業（5096社、68.8％）が回答）

（上位7項目のみ表示）

単位：％



◆新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行後の従業員の「仕事のやり方」や「働き方」の変化に伴い、
今後、重視する人材と、人材育成・能力開発への影響（企業の見方）

（５）アフターコロナでの企業による人材育成・能力開発

コロナ後、「仕事のやり方」「働き方」が変化すると見る企業は約3割。そうした企業は、自ら能力を伸ば
すことに積極的な人材を重視。人材育成・能力開発は個人を重視した方向となる？

Ｎ

デジタル技
術やデジタ
ルツールに
詳しい人材

上司や他の
社員とのコ
ミュニケー
ションをと
るのが上手
な人材

いろいろな
業務をこな
せるゼネラ
リスト

特定の業務
に精通した
スペシャリ
スト

環境の変化
に対応でき
るタフな人
材

生産性や効
率性に対す
る意識が高
い人材

自己啓発を
行うなど自
ら能力を伸
ばすことに
積極的な人
材

その他（以
下の欄に具
体的に記
入）

特に重視す
る人材像は
ない

NA

2057 35.6 34.6 32.4 16.6 48.6 49.3 42.1 1.7 4.4 0.9

Ｎ

変化する 変化しない NA

7624 27.0 70.3 2.7

Ｎ

よりＯＪＴ
を重視する

よりＯＦＦ
－ＪＴを重
視する

より自己啓
発を重視す
る

より個人に
あった内容
の研修や教
育が増える

マニュアル
整備が進む

リモート
ワークを活
用した研修
が増える

個人の仕事
の範囲や役
割がより明
確になる

デジタル技
術習得のた
めの研修が
増える

その他（以
下の欄に具
体的に記
入）

人材育成・
能力開発へ
の影響は特
にない

NA

2057 19.6 11.9 22.6 22.1 21.6 27.4 33.8 15.4 0.8 9.2 4.9

①変化すると思うか。

②変化に伴い、どのような人材を重視するか。(複数回答）

③変化に伴って予想される人材育成・能力開発への影響。(複数回答）
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◆新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行後の自分の「仕事のやり方」や「働き方」の変化の有無と、
変化に伴う会社から求められることの見通し

コロナ後、自分の「仕事のやり方」「働き方」が変化すると見る労働者は4割以上。会社方針が明確だからこそ、
変化に敏感？ 「生産性への意識」が求められるとの見通しは企業と共通の一方、自己啓発では異なる見通し。

46.6

68.4

49.8

40.2

29.5

53.4

31.6

50.2

59.8

70.5

正社員計

明確である

どちらともいえない

明確ではない

そもそも方針があるかどうかわからない

あると思う ないと思う

(7702）

N

デジタル技
術やデジタ
ルツールに
より詳しく
なる

上司や他の
社員とより
うまくコ
ミュニケー
ションをと
る

いろいろな
業務をこな
せるゼネラ
リストにな
る

特定の業務
に精通した
スペシャリ
ストになる

環境の変化
に対応でき
るタフさを
求められる

より生産性
や効率性を
意識する

自己啓発を
行うなど自
ら能力を伸
ばすことに
積極的にな
る

その他 わからない

正社員計 3589 35.7 31.7 25.5 18.3 32.1 37.3 13.8 0.2 15.7
＜会社方針＞

明確である 897 47.4 42.8 32.3 22.7 38.9 43.1 20.7 0.1 6.2
どちらともいえない 1577 32.7 31.7 23.8 16.7 30.2 34.7 10.7 0.2 14.5

明確ではない 619 33.8 26.5 24.4 17.6 32.0 40.1 14.7 0.6 18.1
そもそも方針があるかどうかわからない 496 26.6 18.3 20.0 16.1 26.0 31.5 9.9 0.0 33.9

①変化があると思うか。

②どのようなことが会社から求められると思うか。（複数回答） （変化があると回答した3589人が回答）

単位：％
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４．人材育成・能力開発の今後と課題（デジタル化の進展、アフターコロナも踏まえ）
結果から言えること

 今後も自らの能力を伸ばしたいと思う（能力開発に前向きな）労働者は少なく
ない。
 しかし、忙しくて時間がとれない課題も（企業、労働者ともに認識）。
 企業側は、指導する側の人材不足も課題視（特に大企業）。
 デジタル化への対応では、労働者には新しいことに対応する姿勢も求められる。
コロナ後、企業はより個人に着目した能力開発への姿勢を示唆。
 仕事・働き方の変化をより敏感に見通す労働者。自己啓発が重視されるように
なるかどうかの見解では、企業と相違。
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社内的課題では、まず「時間不足」をどう解消するか。指導者（教える側）
不足が深刻化すれば企業内訓練の維持困難に？ デジタル化・アフターコロ
ナ対応が、従来の教育訓練スタイルの変化に繋がっていくのか？

（終わり）


